
 

 

 

 

 

 

吸収分割に係る事前備置書類 
（会社法第７９４条第１項及び会社法施行規則１９２条に定める事前備置書類） 

 

 

 

 

 

 

 

２０２６年５月２５日 

株式会社 CAICA DIGITAL 

 

  



2026年５月 25日  

 

東京都港区青山五丁目 11番９号 

株式会社 CAICA DIGITAL 

代表取締役社長  鈴木 伸 

 

吸収分割に関する事前備置書類 

 

当社は、2026年５月 22日付けで、株式会社 CAICAテクノロジーズ（以下「CAICA テクノロ

ジーズ」といいます。）との間で締結した吸収分割契約に基づき、2026 年７月１日を効力発

生日として、CAICA テクノロジーズの DX ソリューション事業、セキュリティソリューショ

ン事業及び投資有価証券等管理事業に関して有する権利義務を当社に承継させる吸収分割

（以下｢本吸収分割｣といいます。）を行うことといたしました。  

本吸収分割に関する事項は、次のとおりです。 

 

１．吸収分割契約の内容（会社法第 794条第１項）  

別紙１のとおりです。  

 

２．分割対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第 192条第１号）  

本吸収分割に際して、当社は、CAICAテクノロジーズに対して、対価の支払いはいた

しません。CAICAテクノロジーズは、当社の完全子会社であり、当社がその発行済株

式の全てを保有していることから、かかる取扱いは相当と考えております。 

 

３．会社法第 758 条第 8号に関する事項（会社法施行規則第 192条第２号）  

該当事項はありません。  

 

４．新株予約権の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 192条第３号）  

該当事項はありません。  

 

５．吸収分割会社についての次に掲げる事項（会社法施行規則第 192条第４号） 

（１）吸収分割会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容（同号イ） 

別紙２のとおりです。 

（２）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 （同号ロ） 

該当事項はありません。  



（３）最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財

産の状況に重要な影響を与える事象の内容 （同号ハ） 

当社は、2026 年１月 29 日付で、当社を株式交付親会社、株式会社善光総合研究所

（以下「善光総研」といいます。）を株式交付子会社として、2026年２月６日を効

力発生日とする株式交付（以下「本株式交付」といいます。）を実施し、善光総研

を子会社化しております。本株式交付に伴い、当社は、善光総研の普通株式の譲渡

人に対し、当社の普通株式合計 29,674,224株を交付しました。 

 

６．吸収分割承継会社についての次に掲げる事項（会社法施行規則第 192条第６号） 

（１）吸収分割承継会社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な

債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象（同号イ） 

該当事項はありません。  

 

７．吸収分割が効力を生ずる日以降における吸収分割承継会社の債務の履行の見込みに関

する事項（会社法施行規則第 192条第７号）  

当社においては、本吸収分割の効力発生日後も資産の額が負債の額を上回ることが

見込まれること、及び事業活動においても負担する債務の履行に支障を及ぼす事態

の発生は現在のところ予想されていないことから、債務の履行の見込みがあるもの

と判断しております。 

 

８．吸収分割契約等備置開始日後吸収分割が効力を生ずる日までの間に、上記の事項に変更

が生じたときにおける変更後の当該事項（会社法施⾏規則第 192条第８号）  

変更がありましたら直ちに開⽰いたします。  

 

 

  



別紙１ 

 

吸収分割契約書 

 

株式会社 CAICAテクノロジーズ（以下「甲」という。）と株式会社 CAICA DIGITAL（以下

「乙」という。）は、第１条に定める本件対象事業に関する権利義務を乙に承継させる吸

収分割（以下「本分割」という。）に関して、以下のとおり吸収分割契約（以下「本契

約」という。）を締結する。 

 

第１条（吸収分割） 

甲は、甲の事業のうち、甲の DXソリューション事業、セキュリティソリューション

事業及び投資有価証券等管理事業（以下「本件対象事業」という。）に関する第３条

第 1項所定の権利義務を、吸収分割の方法により、効力発生日（第５条により定義す

る。以下同じ。）に乙に承継させ、乙はこれを承継する。 

 

第２条（商号及び住所） 

本分割にかかる吸収分割会社及び吸収分割承継会社の商号及び住所は、以下のとおり

である。 

（１） 吸収分割会社（甲） 

商号：株式会社 CAICA テクノロジーズ 

住所：東京都港区南青山五丁目 11番９号 

（２） 吸収分割承継会社（乙） 

商号：株式会社 CAICA DIGITAL 

住所：東京都港区南青山五丁目 11番９号 

 

第３条（承継する権利義務） 

１．甲は、効力発生日の前日の終了時（以下「基準時」という。）における、本件対象事

業にかかる別紙「承継権利義務明細表」に記載の資産、債務その他の権利義務（以下

「本権利義務」という。）を効力発生日において乙に承継する。なお、本権利義務の

うち、資産及び債務については、2025年 10月 31日時点の貸借対照表その他同日現在

の計算を基礎とし、基準時までの増減を加除した上で確定する。 

２．甲及び乙は、本権利義務のうち、その移転又は対抗要件具備のための登記、登録、通

知、承諾その他の手続を必要とするものについては、相互に協力をして遅滞なくその

手続きを行う。 

３．本分割による甲から乙に対する債務の承継については、免責的債務引受の方法によ



る。 

 

第４条（分割対価の交付） 

乙は、本分割に関して、甲に対して一切対価を支払わない。 

  

第５条（効力発生日） 

本分割がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、2026 年７月１日と

する。但し、本分割にかかる手続の進行その他の事由により必要があるときは、甲及

び乙は合意のうえ、効力発生日を変更することができる。 

 

第６条（分割承継決議等） 

１．甲は、会社法第 784条第１項本文の規定に基づき、本契約につき株主総会の決議によ

る承認を得ずに本分割を行う。 

２．乙は、会社法第 796条第２項本文の規定に基づき、本契約につき株主総会の決議によ

る承認を得ずに本分割を行う。 

３．甲及び乙は、効力発生日の前日までに、それぞれ、債権者保護手続その他関連法令に

より必要となる手続を行う。 

 

第７条（競業避止） 

甲は、乙が承継する本事業について、会社法第 21条に基づく競業避止義務を負わな

いものとする。 

 

第８条（善管注意義務） 

甲は、本契約締結の日から効力発生日に至るまで、善良なる管理者の注意をもって本

件対象事業の進行及び財産の管理をし、乙の事前の書面による承諾がない限り、本件

対象事業にかかる財産若しくは権利義務又は本件対象事業若しくは本分割に重大な影

響を及ぼす行為を行わない。 

 

第９条（費用・公租公課） 

本権利義務のうち、その移転又は対抗要件具備のために必要な登記、登録、通知、承

諾その他の手続に要する費用その他一切の各当事者において発生する費用は、甲及び

乙による特段の合意がない限り、各自の負担とする。 

 

第 10条（本契約の変更、解約及び終了） 

本契約の締結の日から効力発生日に至るまでの間、天災地変その他の事由により、甲

若しくは乙の財産状態若しくは経営状態に重大な変動が発生し若しくは判明した場



合、又は本契約に従った本分割の実行に重大な支障となりうる事象が発生し若しくは

判明した場合には、甲及び乙は、誠実に協議のうえ、本契約を変更し、又は解除する

ことができる。 

 

第 11条（協議事項） 

本契約に定めるもののほか、本分割に関して必要な事項は、本契約の趣旨に従い、甲

及び乙の協議のうえ、これを定める。 

 

本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙双方記名押印のうえ、各１通を保有

する。 

 

2026年５月 22日 

（甲）東京都港区南青山五丁目 11 番９号  
株式会社 CAICAテクノロジーズ 
代表取締役社長 鈴木 伸  

 

（乙）東京都港区南青山五丁目 11 番９号  
株式会社 CAICA DIGITAL 
代表取締役社長 鈴木 伸  

 
 
  



別紙  

 

承継権利義務明細表 

 

１．資産 

（１）流動資産 

本件対象事業に属する売掛金、商品、未収入金その他本件対象事業に属する一切の

流動資産 

 

（２）固定資産 

投資その他の資産 

本件対象事業に属する投資有価証券、出資金その他本件対象事業に属する一切の投

資等の資産 

 

２．債務 

（１）流動負債 

本件対象事業に属する買掛金、前受金その他本件対象事業に属する一切の流動負債 

 

３．その他権利義務 

本件対象事業に付随関連する地位及び権利義務（労働契約については、本件対象事業

に主として従事する従業員との契約。）の一切 

 

４．対象許認可 

分割会社が効力発生日において本件対象事業に関連して保有している一切の免許、許

可、認可、承認、登録、届出等のうち、法令上承継が可能なもの。但し、権利義務の

移転につき関係官庁その他の関係者の許認可または承諾を要するものは、当該許認可

または承諾の取得を承継の条件とする。 

 

５．知的財産権等 

法令上承継可能な分割会社が本件対象事業に関して有する次の知的財産権 

 

 

 



別紙２ 吸収分割会社の最終事業年度の末日における計算書類等の内容 

 

 

  



 

  



  



 

  





 


